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国民所得分析が明白に規定せられた国民所得及びその

輿容概念を駆使して,経済融二合の賓膿分析を呆しつつあ

畠晩　それは論理の敵密とelegancyを誇る一方の思考

の流れと垂立んで,近代経済挙の魅力あるジャのレを形成

しており,その発展には大いなる期待が寄せられている0-

現在・所得アブロ-チが挑みつつある問題の一つに分

配問題がある。所謂share distributionにらいてであ

る。従来この.問題を正面から扱った文献はごく少い1)o

ダンロップは,ここに紹介する書物において,国民所

得中の労働の塀分〔labor's share)の循環的輿動(eye-

heal variatio亘)の詳細なる蜜謹,興味撫い分析的詮明を

行っている。それは米国の資料こ基づく貴重な研究であ

1〕理論的な祈究としては,周知の　Kalecki Es-

says m the Theory of Economic Fluctuation云1939,

pp∴13-41があり　Hicks的景泉循環理論の直接の魔

用として　F. ri. Halm, The share of Wages in the

Trade Cycle, Economic Jourr,b鵡I, september, 1950があ

る。
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るという外に,我々は　share distsibutionについての

調査e分析の極か⊂示唆的を方法をそれから畢ぶjiとが

できるのである。

輸誤解を避けるた助に一言しておきたいことは, _ダ

ンロップが,此の書全部をあげて答えようとしているこ

とは,軍にshare distributionの問題のみではない。彼

が序詮に選べている本書の基本線は,多くの経済撃者が

従来何の愛着もなく,努働経済筆者(labor economist}

の手にゆだねた努働組合Cそれは賃金決定の一方のde-

cision-makuユ? unitである)のbehavior或は　opera-

tionを通して,経済の　functioningを把えようとする

ことにある。従って,本書の全面的詐債はダンロップの

意園を充分理解して行うべきであろう2)0

ここで私がとりあげるのは,分配問題が扱われている第

8章と第9章だけである。全度が一膝抱立した章から成

立っている事情が,ここにスポットライトを嘗てること

を可能にしているO本書は次の如く構成されている。

舞一章　序

二章　市場組織と賃金構造

三章　券働組合の麺済模型

-　四章　勢働組合の賃金政策　_

五章　交渉力(^bargaining power)と市場湘互関係

六章　沓働組合の卸係市場-の関心

七章　産業間賃金襲動の循境的澄枝

八章　闘民所得に占める労働の取分の循境的磐動

九章　費用としての沓働の報酬

十章　償絡煙系と国層豊交渉

2

労働の召吏分と云う概念は派生概念である。それは,努

′.廟の報酬の国民所得に封する割合である。従って,その

担動を賓讃するた妙には,一方に労働の報酬,他方に国

民所得が明瞭に定義されなければならない。利用し得る

資料を考慮すれば,所得については次のものが捧-的に

考えられよう。 CO絶賛上高, (2〕粗所得, (3)純所得,

(4〕支沸所得

叉労働の盛酬としては, Cイ〕賃銀, (ロ)賃金十俵拾,

(ノ、Jemplbyee compensationが考えられる。

1919年から1938年に亙うてのダシ由ップの調査は次

の結論を出している。

(1)純所得を分母とし,分子に(イ) CP) 〔-)を夫

2〕 H. S. Ellis編『現代趣済撃の展望』第七章「勝働

の/*済畢」 CIノ. G. Reynolds)は所謂沓働趣済拳の問題

領域に収むべきダンロップの地位について筒にして要を

得た説明を下しているO
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夫おくと,何れもその値は不況期に大となる。特に,
賃金+俸給爪_心,い　賃金.

-の方が一品より上昇率が著しいo　これ一一　純所得　Vノ/J/Jl純所得　よソー⊥升苧LJJ有しいo 」(H
は俸給率の相野的安定性かサラリ-マンの雇用の相封的

,安定性か或はサラリーマソの雇用が大なる部門の不涙期

に占めるウェイトの増大かの何れかに基づく。

〔2〕分母を粗所得にしても, (1)の傾向は興らないが,

支沸所得に封する賃金〔或は+俸給)をみると,その割

合は不軽か,或は不況期に下っている。これも支梯所得

と純所得との関係より理解できる。

(3)もし,政府部門を除くと,不況期における労働の

塀分の上昇は小さくなる。これは,政府所得の中に占め

る勢働の寂分が,他部門に比し大きいからである。勿論,

この場合,政府所得決定についてのクズネッツ方式と商

務省方式の差も考うべきである。

このように,労働の軍分は,全腔としてみると,その

指標の定め方如何によって,あるいは循環的輿動が,あ

るいは相封的安定性が見出される。ダンロップはここで
賃金+俸給

純所得 をとりあげ,全段観察から部門観察に進む。

所得e労働の塀分という概念は,一企業についても適

用する事が-Trきる。これら個別的大きさが結合されて全

段的な数値を示すのである。即ち,国民所得の中,労働

に蹄する分は,各企業内部での労働の軍分と各企業で生

産される所得に依存する。
h

L=労働者の報酬の線計, Y-国民折得, pi-一訂-i
企業において生産される純所得に封する労働の分前の比

これを勢働の参加率Crate of participation)と呼ぶo

ci-寺これをi企業に帥る労働の寄輿率([contribu-
tion rate of labor in the segment)という。

X

Y

g£

C£　Y

-2Gi/yD 'tyt/Y)-SCpi 'wt)但し

yt

・ ct-了-五・千-PI'- ∑e去-普
Wiはi企業のウ干イトである。かくして,労働の寂分

の担動は構成草企業における勢働の参加率及びウェイト

の移動によって詮明されることになる。

A(吉¥-sda-苧wi'APi+Pt-dWi+APfAWi)
蜜際的には,勿論各企業にませ全システムを分解する事

は不可能である。そこ′でダンロップは,全システムを32

のセクタ-に分け,それを30年代の資晴に即して5部

門に整理する。

1政府

2不況期にウニイ1、を著しく増すもの-保険,動九

ガス,速乾等

3不況期に僅かにウエイトを増すもの-薙工業,サ

ービス,煙草e食糧の/J、貢等
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4不況期に僅かにウエイトを失うもの-部費,織物,

皮革等　ノ

5不況期に著しくウエイトを失うもの-他動　金属

工業,鍵業,農業

30年代における労働の塀分の埼大は5部門の努廟の参

加率とウェイトの次の如き担化から引き出されたもので

ある。
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+ 1.364　　　　　+ 0.046

十0.512　　　　+ 0.227

+1ユ88　　　　　-ト1.821

-0.697　　　　　+ 1.639

- 0.031　　　　+2.526
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+ 3.293　　　　　- 0.096

十0.777　　　　　+0.047

+ 0.289　　　　　+ 1.508

-0.876　　　　　十0.988

-3.847　　　　十2.175

-0.364　　　　　+4.632-

以上は一例であろが,これによっても, 30年代の不況

期における労働の聴分の増大はウニイ1、の輿動よりも

(それは負ですらもある),参加率の上昇に基づしこていた

事が分る。

このように,労働の顧分のover-all movementは二

つの因子に分解せられるのであるが,ダンロップはこの'

方法でKaleckiか1939年の書物で蟹讃した労働の取分

の安定性を再吟味し,次の結論を出している。即ち,部

門分析を行えば,多くの部門で労働の参加率の循環的輿

動が見出されるが,書押弓のウェイトの移動がこれを相殺

している。これが生じたのは　Kaleckiが政府部門を除

外したた助に外ならない。

以上の如き統計面での研究は,しかしながら,分析的

証明に代わることはできない。そこで,個別企業の理論

的モデルから労働の参加率 A の大きさの輿動につい

てのrigorous solutio工1を輿えることがダンロップの次

の課題である。

まず,生産額の一定限度まではIinear　な全環用函数

をもつ一企業を考える。生産要素腐格の輿動は無税する。

今有数需要が減り産出高が低落すると,同じ率で労働や

原料の支梯が減少する。ところが,企業の取入の減少は

産出高の減少より急速であるO　ここから誤企業における

努働及び原料のparticipationは上昇し,更に両者の関

係を不興とすれば,勢働の参加率は上昇することになるo

Lかし,この選純なコースは攻の要因によって,かな
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りの修正をうけるであろう。

(1〕賓用函数の型,特に銃いU型をとる時,

(2〕各生産因子の代替関係

(3)各生産因子の相封億格の興動が生産物債格の輿動

を通じて労働の参加率に-影響する。

〔4〕技術の輿化Oそれは,費用曲線の型を麺化せしめ

ることにより霊要な要因となるo

C5〕生産物の需要の弾力性

これらの要因のもつ影響力の程度,孟順位を把えるた範

に,.ダンロップは統計利用が可能となるような便宜の手

段を再びとっている。

3
ニゆ

S-一企業の線費上馬, L-賃金支梯高, M-原料そ

の他,他企業からの購入費　E-gross margin-減債償

却,利子,租税,利潤を含む。

Sr-L+M+E m

OP-HW+QPm+E

l - HW/OP+ QPm/OP+E/OP　　　(2)

但し, 0-販茸せられた生産高, P-軍位zF均収入,

H-労働亀　W-平均賃金率, Q-原料その健,他企業

からの暗入物　Pm-(の平均償格。

蜜謹分析を可能にすべく考慮された(2)式において,

HWIOPの襲動に影響する要因を列車すれば次のように

なる。

(1) HW/OPは近似的に一企業のwage bill及び賃

金率の指標となる　HWIOPが小なるところでは,不況

期に賃金率に封する下向匿力は小さい.

(2)一企業の生産物の需要轡化が賃金構造に輿える衝

撃の-も亦昔の-に解する。
(3)生産物に封する需要が減少すると,技術的輿化と

削高の低落は昔を通常上昇せしめる。
〔4)原料債格の動きは賃金率のprobableなコ-スに

封する重要な要困である。 OPmlOPの下落が激しけれ

ば,それだけ労働組合は賃金率切下げに抵抗し易い。

(5) E/OPも産出高の低落の賃金率-の衝撃の程度に

影響する。例えば,国定重用が大ならば,勢働組合は,

短期的には,企業の収入減を企業側に押しつけることが

できよう。

C6)生産物市場あ競争膝件による生産物債格の睡動も

貞金構造-の衝撃の程度に重要なる影響をもつ。

これらの要因の組合せを考慮しながら,ダソロッブは

米国の全産業を34に分けて蜜語を試みて,攻の結論を

引き出した。

(1〕不況期に於いて,賓上高に封する労働の参加率が
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増大する産業は次のものの中の一つである。

〔a〕酎高が著しく低落し,一昔を急激に増加せしめ
る如き費用曲線の型に反映された生産の技術的膝件に負

うもの--農拝具製造業の如し。

Cb〕生産物市場の競守衛件が生責物億格を急激に引き

下げるものI-パン製造業

cc〕原料市場の競撃が著しく原料億格を引下げ,その

結果生産物の債椿が低落し,費上高に占める労働のpar-

ticipatio壬1を埼大せしめるもの-噂話工業等.このコ

ースを辿る場合が--番多い。

(2)茸上高に封する労働のparticipationが不況期に

低下するものに二つの型がある。

〔a〕技術的-及び代用性が若を小ならしめ,労働
の参加率を高める　-Rayon及びBeet StJgtir

Cb〕賃金構造に封する非常に強力な監力が加わって,

生産物債絡以上に賃金ゐ引下げを導く。種々の市場の中

守,このような監力を最も被り易いのは労働市場なので
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ある　　-Clocy productsがこの例を示す0

4

以上がダソロップのshare distribution研究の大綱で

ある。このような統計,質鐙の分野においては,最も意

を用うべき事は資料の信頼健であるが,これについて,

私には現在何もいうことが出来ない。この姑は別として,

ダンロップの分析において気になる一つの買占,そして更

に充分なる解明が望まれる卦ア, rate of participation

m income　と　rate of participion in salesとの関係で

ある・。この両者の関係は,至上高に占める原料費や減債

償却費の大いさの循環的輿動に俵存するのであって,こ

れらのことが明白に追求できるならば,ここに団民所得

に占める努働の軍分の餐動は各企業のウエイトの移動及

び費用構造の輿動によって一層因果的に吟味されるであ

ろう。

(宇田川嘩仁)


